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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第42期は連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第39期及び第40期は潜在株式がないため、第38期及び第

41期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 株価収益率については、第38期及び第41期は当期純損失のため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 9,209,338 9,204,073 6,700,415 5,100,869 ―

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △29,558 127,821 25,391 △111,702 ―

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △540,571 54,544 20,317 △141,924 ―

純資産額 (千円) 1,735,347 1,866,995 1,884,596 1,726,961 ―

総資産額 (千円) 3,570,140 3,743,992 3,476,443 3,473,961 ―

１株当たり純資産額 (円) 210.00 225.96 228.15 209.08 ―

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(円) △65.41 6.60 2.46 △17.18 ―

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.6 49.9 54.2 49.7 ―

自己資本利益率 (％) △26.7 3.0 1.1 △7.9 ―

株価収益率 (倍) ― 41.7 93.1 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 221,112 △160,645 552,076 △12,896 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 72,835 183,558 160,347 △6,892 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △9,444 21,934 △28,887 △1,313 ―

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 580,697 624,288 1,306,548 1,284,639 ―

従業員数 (名) 107 109 90 95 ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第39期及び第40期並びに第42期は潜在株式がないため、

第38期及び第41期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 株価収益率については、第38期及び第41期は当期純損失のため記載しておりません。 

４ 第38期から第41期までの「持分法を適用した場合の投資利益」、「営業活動によるキャッシュ・フロー」、

「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動によるキャッシュ・フロー」並びに「現金及び現金同

等物の期末残高」については、連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

５ 第42期の「持分法を適用した場合の投資利益」については、関連会社がないため記載しておりません。  

  

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 9,013,472 8,903,768 6,410,662 4,808,957 5,736,330

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △20,754 80,178 △14,554 △114,123 82,947

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △535,986 37,484 4,104 △142,778 20,037

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,394,711 1,394,711 1,394,711 1,394,711 1,394,711

発行済株式総数 (株) 8,265,677 8,265,677 8,265,677 8,265,677 8,265,677

純資産額 (千円) 1,726,225 1,856,158 1,857,875 1,700,135 1,723,755

総資産額 (千円) 3,438,531 3,570,544 3,289,064 3,289,567 3,240,085

１株当たり純資産額 (円) 208.89 224.65 224.91 205.83 208.72

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失(△)
(円) △64.85 4.54 0.50 △17.28 2.43

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.2 52.0 56.5 51.7 53.2

自己資本利益率 (％) △26.6 2.1 0.2 △8.0 1.2

株価収益率 (倍) ― 60.6 458.0 ― 58.4

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △233,071

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― 103,159

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― ― △100,231

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― ― ― ― 1,045,081

従業員数 (名) 77 69 54 55 60



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 概要

昭和40年10月 東京都杉並区阿佐ヶ谷南一丁目35番９号において、電子楽器及び電子部品の販売を目的として設

立

昭和43年10月 本店所在地を東京都練馬区貫井四丁目47番42号に移転

昭和47年４月 興亜電工株式会社(現、コーア株式会社)と各種抵抗器の代理店契約を締結

昭和49年10月 日立マクセル株式会社と乾電池、ビデオテープ、カセットテープ等の売買基本契約を締結

昭和52年６月 東京都電機卸商業協同組合に加入

昭和54年３月 日立コンデンサ株式会社(現、日立エーアイシー株式会社)のタンタルコンデンサ等の取引契約を

締結

昭和55年５月 三洋電機株式会社電子部品事業部と各種電子部品の売買基本契約を締結

昭和55年９月 社団法人日本電子機械工業会に入会

昭和56年４月 沖電気工業株式会社と半導体、IC及び同社電子部品の販売特約代理店契約を締結

昭和56年５月 沖電線株式会社と各種電線及びコネクタの販売特約代理店契約を締結

昭和57年９月 住友スリーエム株式会社とコネクタ、テキスツールソケット、フロッピーディスク、ビデオテー

プ等の販売特約代理店契約を締結

昭和60年３月 千代田電音株式会社及び東京電音工業株式会社を吸収合併

昭和60年３月 本店所在地を東京都千代田区外神田一丁目11番２号に移転

昭和60年４月 スタンレー電気株式会社とスイッチングレギュレーターの販売特約代理店契約を締結

昭和61年２月 湯浅電池株式会社(現、株式会社ユアサコーポレーション)の指導により、ニカド電池の集合組立

加工、販売を開始

平成元年11月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

平成２年２月 本社新社屋を東京都千代田区外神田三丁目８番12号に竣工 本店所在地を東京都千代田区外神田

三丁目８番12号に移転

平成２年６月 エレクトロニクスの専門商社「昱忠企業股份有限公司」を台湾台北市に林グループと合弁会社に

て設立

平成５年４月 スタンレー電気株式会社と半導体製品、その他電子機器製品の特約店契約を締結

平成６年９月 株式会社コスモシステム(長野県松本市所在)の株式を取得

平成８年７月 イメーション株式会社とデータストレージシステム製品及び関連製品の販売特約代理店契約を締

結

平成８年10月 株式会社沖センサデバイスとリードスイッチ、リードリレー、衝撃センサ等の販売特約代理店契

約を締結

平成11年３月 コーア株式会社と各種抵抗器の代理店契約を解約

平成12年３月 

 

平成12年３月 

平成13年９月 

平成13年10月 

平成13年10月 

平成15年10月 

 

平成16年７月 

平成16年10月

ニチメン(のちにアイ・ティー・)電子部品株式会社と双方の取り扱い商品の相互販売の業務提携

を締結 

株式会社沖センサデバイスと販売特約代理店契約を解約 

沖電気工業株式会社と販売特約代理店契約を解約 

アイ・ティー・電子部品株式会社と合併 

株式会社沖デバイスと沖デバイス商品の取扱店契約を締結 

東京都内３事業所（電子事業本部、ＩＴ事業本部及び管理本部）を統合し、事業所名称を本社と

して東京都千代田区神田駿河台二丁目９番地に移転 

索利電子(香港)有限公司を香港に設立 

商号を東京電音株式会社から株式会社ソリストに変更

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成18年２月 

平成18年６月

平成18年６月 

平成19年２月

ワコー電子株式会社とプリント配線基板の販売の業務提携契約を締結 

自社ブランド「エレクシア」にて、ＤＶＤ－Ｒメディアを発売

株式会社コスモシステムの株式を売却 

索利電子(香港)有限公司を清算



３ 【事業の内容】 

平成18年６月26日に連結子会社であった株式会社コスモシステムの株式を譲渡したことに伴い、当事業
年度より連結財務諸表を作成しておりません。また、セグメント情報につきましても作成しておりませ
ん。なお、当事業年度より管理体制に合わせた事業部門により分類を作成しております。 
 当社は半導体・電子部品事業、マルチメディア事業、グローバル事業、ソリューション事業の４部門お
よびその他に関係する事業を主としており、その商品は多岐にわたっております。 
 各事業における主な製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
(半導体・電子部品事業) 

当部門においては、半導体、抵抗器、コンデンサ、ケーブル、コネクタ、電池及びその他一般電子
部品の仕入・販売を行っております。 

(マルチメディア事業) 
当部門においては、音声・映像・データ記録媒体、パソコン周辺機器、デジタル情報家電機器など

の仕入・販売を行っております。 
(グローバル事業) 

当部門においては、計測機器及び放送用機器の仕入・販売を行っております。 
(ソリューション事業) 

当部門においては、プリント基板のカスタム品などの仕入・販売を行っております。 
  
事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称等を記載しております。 

２ 有価証券報告書を提出しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。なお、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は被所有割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

（親会社）

ＩＴＸ㈱
(注)２

東京都千代田区 20,456,000

ライフサイエンス事業
ネットワーク&テクノロジー事業 
モバイル事業 
ビジネスイノベーション事業

― 50.7 役員の受入３名

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

60 38.7 5.3 5,103,084



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度における我が国経済は、企業部門での高水準な輸出や旺盛な設備投資意欲という好調さが、雇用環

境の好転や個人消費の拡大を通じて家計部門へ波及した結果、景気は拡大基調で推移しました。 

当社の属するエレクトロニクス業界におきましては、引き続き販売価格の下落があったものの、景気の拡大基

調のもとで電子部品、部材は活況を呈し、またコンピュータ関連機器の販売も堅調に推移しました。 

このような状況のもとで、当社は経費の削減に努めるとともに、プリント基板事業における業務提携をはじめ

とする、半導体・電子部品単体の販売から基板実装・モジュール設計請負事業への領域拡大、国内外のＥＭＳを

活用した顧客ニーズに即応できる体制の構築等により、高付加価値を創造できる事業形態への変革に注力してま

いりました。 

当事業年度において、半導体・電子部品事業は販売競合の激化により54百万円の減収、マルチメディア事業は

ＤＶＤメディアの価格下落等により67百万円の減収となりました。一方でプリント基板事業を軸に今期から開始

したソリューション事業は、好調な立ち上がりとなり、10億71百万円の売上計上となりました。 

この結果、当社の売上高は57億36百万円と、前事業年度に比べ9億27百万円増加しました。利益面につきまし

ては経常利益83百万円（前事業年度経常損失1億14百万円）となりました。特別損益は特別利益として子会社の

株式売却益27百万円、特別損失として役員退職金10百万円、投資有価証券の評価損68百万円等を計上し、当期純

利益は20百万円（前事業年度当期純損失1億43百万円）となりました。 

当事業年度の営業の状況を事業部門別に見ますと、次のとおりであります。なお、株式会社コスモシステムの

株式を売却したことにともない、当事業年度より連結財務諸表を作成していないため、前事業年度との比較は行

っておりません。また、当事業年度より当社の管理体制に合わせた事業部門別に分類しております。 

  

①半導体・電子部品事業 

半導体・電子部品事業は、売上高は28億37百万円となりました。営業損益は、物流の効率化や販管費の削減

に努めた結果、前事業年度に比べ改善しましたが５百万円の損失となりました。 

②マルチメディア事業 

マルチメディア事業は、競合の激化により売上高は11億19百万円となりました。営業損益は競争激化による

利益率の低下により45百万円の損失となりました。 

③グローバル事業 

グローバル事業は、好調なロシア、ベトナム経済を背景に引き続き堅調に推移し、売上高は7億9百万円とな

りましたが、営業損益においては円安効果が大きく寄与し、87百万円の利益となりました。 

④ソリューション事業 

ソリューション事業は、戦略的新規事業として開始したプリント基板のカスタム品を核として、当事業年度

より事業として開始し、売上高は10億71百万円となりました。営業損益は、56百万円の利益となりました。 

  



(2)  キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動、財務活動による資金が減少し

た結果、当事業年度末残高は10億45百万円となり、期首残高比２億31百万円減少いたしました。 

なお、当事業年度より連結財務諸表を作成していないため、前事業年度との比較は行っておりません。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億33百万円の支出となりました。主として売上債権の増加３億32百

万円、前受金の増加１億23百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、１億３百万円の収入となりました。主として無形固定資産の取得によ

る支出42百万円、投資有価証券の売却による収入34百万円および関係会社株式の売却による収入47百万円、貸付

金の回収による収入49百万円、敷金保証金の返還による収入21百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億円の支出となりました。主として短期借入金の返済による支出１

億円等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当事業年度より株式会社コスモシステムの株式を譲渡したことに伴い、セグメント情報を作成しており

ません。なお、当事業年度より管理体制に合わせた事業部門により分類しております。 

(1) 受注実績 

当事業年度における受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前事業年度の分類で当事業年度における受注実績を示すと、次のとおりであります。 

なお、当事業年度より連結財務諸表を作成していないので、前年同期比は記載しておりません。 

 
  

(2) 商品仕入実績 

当事業年度における商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 前事業年度の分類で当事業年度における仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

なお、当事業年度より連結財務諸表を作成していないので、前年同期比は記載しておりません。 

 
  

事業部門の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

半導体・電子部品事業 2,683,798 201,792

マルチメディア事業 992,318 71,745

グローバル事業 966,396 356,780

ソリューション事業 1,132,361 61,346

合計 5,774,873 691,663

事業の種類の名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

一般電子部品事業 2,666,686 197,082

電子デバイス事業 927,198 65,995

電子機器事業 2,156,189 428,586

その他事業 24,800 ―

合計 5,774,873 691,663

事業部門の名称 仕入高(千円)

半導体・電子部品事業 2,430,440

マルチメディア事業 1,058,634

グローバル事業 437,080

ソリューション事業 819,205

合計 4,745,359

事業の種類の名称 仕入高(千円)

一般電子部品事業 2,120,394

電子デバイス事業 918,918

電子機器事業 1,681,672

その他事業 24,375

合計 4,745,359



(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額は販売価格で表示しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績については、主要な販売先がないため、記載を省略しております。 

４ 当事業年度の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

なお、（  ）は総販売実績に対する輸出販売高の割合であります。 

また、当事業年度より連結財務諸表を作成していないので、前事業年度実績は記載しておりません。 

 
５ 前事業年度の分類で当事業年度における販売実績を示すと、次のとおりであります。 

なお、当事業年度より連結財務諸表を作成していないので、前年同期比は記載しておりません。 

 
  

事業部門の名称 販売高(千円)

半導体・電子部品事業 2,836,995

マルチメディア事業 1,119,327

グローバル事業 708,993

ソリューション事業 1,071,015

合計 5,736,330

輸出先

当事業年度
(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

金額(千円) 割合(％)

アジア地域 321,987 35.3

欧州地域 498,232 54.6

その他の地域 92,518 10.1

合計
912,737
(15.9％)

100.0

事業の種類の名称 販売高(千円)

一般電子部品事業 2,623,737

電子デバイス事業 1,028,933

電子機器事業 2,058,860

その他事業 24,800

合計 5,736,330



３ 【対処すべき課題】 

技術革新や需要変動の激しいエレクトロニクス業界において、安定かつ高収益な営業基盤の確立を図るには、市

場ニーズを的確に把握し、諸施策を迅速に実行に移す必要があります。そのためにはマネジメントの意思決定のス

ピードアップが課題であると認識しております。また当社の今後の発展のためには、商流に介在する商社機能とい

う既存の営業領域にとどまることなく、リスクマネジメントを十分意識しつつ新規事業領域への挑戦が欠かせませ

ん。 

当社においては、以下の３点を営業政策上の重要課題として取り組んでおります。 

  

(1) メーカー機能の獲得と事業領域の拡大 

半導体・電子部品単体の販売から、基板実装の提案、モジュール設計請負事業等、ものづくり寄りのいわゆる

上流方向へ、「顧客であるメーカーのものづくりパートナー」をキーワードとして事業領域を広げていきます。

当事業年度よりスタートしたソリューション事業が他社との事業提携をきっかけとしたように、事業領域の拡大

には、今後も有力商材や技術を持つメーカーとの連携が不可欠であると認識しております。このため適切なパー

トナーとの提携・連携をさらに推進いたします。 

  

(2) 販売ネットワークの拡大 

多様なお客様のニーズに即座に対応するべく、インターネットを介したWeb販売等によりB to B、B to Cなど販

売ネットワークの多様化、いわゆる下流方向への事業領域の拡充を推進いたします。特にWebでの販売を切り口

に、既存のものだけではなく、新規分野・商材の取り扱いも検討課題のひとつと考えております。 

  

(3) 海外ネットワークの拡大 

伝統的にロシア、ベトナム向け輸出に強みを発揮する当社ですが、今後はさらに中国なども視野に入れてネッ

トワークの拡大に取り組みます。単なるものの売買という面のみならず、現地と日本を結んでのサービス分野へ

の事業領域拡大も検討してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事業等のリスクは以下のようなもの

があります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末(平成19年３月31日)現在において当社が判断し

たものです。 

  

(1) 主力商品の市況変動について 

当社のマルチメディア事業の商品について、変化の激しいＩＴ業界にあって日々価格の下落等による

需要の変動があります。当社においては、そのような要因に対処すべく市場の動向、技術革新の動向の

把握に努めておりますが、業界の動向の変化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 適正在庫確保等について 

当社の属するエレクトロニクス業界における急速な技術革新により、製品のライフサイクルが急激に

短くなることがあります。当社は市場動向、技術情報の確保等より適正在庫水準の維持に努めておりま

すが、市況の変動等が業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 為替変動の影響及びカントリーリスク 

当社は、引き続きマーケットの拡大が期待されるアジア地域及びロシアにおける事業に注力してお

り、為替リスクに対して外貨建て輸出入取引のバランス調整、為替予約等によるヘッジを行っておりま

すが、為替変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、アジア地域及びロシアの政治経済情勢につきまして、現在比較的安定していると考えられ、政

治経済についても積極的な展開が図られることが見受けられることから懸念材料は少ないものと考えら

れますが、政治経済情勢の変化によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 債権管理について 

当社は、債権（売掛金）管理に注力し、販売先の業容・資力に応じた与信額の設定を行うとともに、

必要に応じ債権に保証会社の保証をつけるほか、信用状態の継続的な把握等不良債権の防止に努めてお

りますが、販売先の経営悪化、倒産等により債権の回収が不能となる可能性があります。 

  

(5) 人材の確保について 

当社が今後事業を展開、発展させていくためには、これに対応して優秀な人材を確保する必要があり

ます。当社では即戦力となる高度なスキル・経歴を持った人材の確保に努めるとともに、社員教育を定

期的に行い、人材の育成にも注力しております。今後当社が事業を拡大していくに当たり、事業の推進

に必要な人材を適正に確保・育成できない場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

重要な販売の提携は次のとおりであります。 

  

 
  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

当社は、適切な流動性の維持、事業活動のために資金の確保及び健全なバランスシートの維持を財務

方針としております。 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、26億21百万円（前事業年度末25億55百万円）となり66百万

円増加いたしました。これは主としてソリューション事業の立ち上げに伴う売上債権の増加（前事業年

度末比３億32百万円増）と現金及び預金の減少（前事業年度末比２億31百万円減）によるものでありま

す。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、６億19百万円（前事業年度末７億35百万円）となり１億16

百万円減少いたしました。これは主として有価証券の評価損等による投資有価証券の減少（前事業年度

末比93百万円減）によるものであります。 

会社名 提携先名 契約年月日 取扱商品名 契約の種類

日立マクセル㈱
昭和49年10月
１日

乾電池、ビデオテープ、オーディオ
テープ、フロッピーディスク

売買基本契約

㈱ソリスト 
(当社)

日立エーアイシー㈱
昭和54年３月
21日

コンデンサ 取引契約

三洋電機㈱
昭和55年５月
21日

コンデンサ、フローファン 売買基本契約

沖電線㈱
昭和56年５月
１日

フラットケーブル、コネクタ等全品種 特約店契約

住友スリーエム㈱
昭和57年９月
10日

フラットケーブル、コネクタ、
テキスツール、静電気対策製品、 
電設材

特約店契約

スタンレー電気㈱
昭和60年４月
１日

スイッチングレギュレーター
“POWER BOY”

特約店契約

㈱ユアサコーポレー 
ション

昭和63年11月
１日

ニカド電池の集合組立加工及び販売 品質保証協定

スタンレー電気㈱
平成５年４月
１日

半導体製品、その他電子機器製品 特約店契約

イメーション㈱
平成８年７月
１日

データストレージシステム製品 特約店契約

中央電子工業㈱
平成12年５月
１日

CD-R/RWドライブ及び関連機器・部品 取引基本契約

Bel Fuse Ltd.
平成13年２月
15日

モジュラージャック及びプラグ 販売代理店

沖デバイス㈱
平成13年10月
１日

沖デバイス製品 取扱店契約

㈱ルネサスデバイス 
販売

平成14年８月
２日

半導体、マイコン開発環境システム 取引基本契約

ワコー電子㈱
平成18年２月
14日

事業提携に関する基本合意書 特約店契約



（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、14億77百万円（前事業年度末15億43百万円）となり66百万

円減少いたしました。これは主として短期借入金の返済(前事業年度末比１億円減)によるものでありま

す。 

（固定負債） 

当事業度末における固定負債の残高は、39百万円（前事業年度末46百万円）となり、７百万円減少い

たしました。これは主として退職給付引当金の減少によるものであります。 

（純資産） 

当事業年度末における純資産の残高は、17億24百万円（前事業年度末 資本合計17億円）となり、24

百万円増加いたしました。これは主として当期純利益20百万円の計上に伴う利益剰余金の増加によるも

のであります。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

当事業年度末における現金及び現金同等物は、10億45百万円となっております。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度は２億33百万円の支出となりました。当事業年度

の支出は、主として売上債権の増加３億32百万円によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度は１億３百万円の収入となりました。当事業年度

の収入は、主として無形固定資産の取得による支出42百万円、投資有価証券の売却による収入34百万円

および関係会社株式の売却による収入47百万円、貸付金の回収による収入49百万円によるものでありま

す。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当事業年度は１億円の支出となりました。当事業年度の支出

は、主として借入金の返済１億円によるものであります。 

  

(3) 経営成績の分析 

当事業年度は、プリント基板事業における業務提携をはじめとする、半導体・電子部品単体の販売か

ら基板実装・モジュール設計請負事業への領域拡大、国内外のＥＭＳを活用した顧客ニーズに即応でき

る体制の構築等により、高付加価値を創造できる事業形態への変革に注力してまいりました。その結

果、当事業年度の売上高は57億36百万円と、前事業年度に比べ9億27百万円増加しました。 

販売費及び一般管理費は、ソリューション事業の立ち上げ等に伴い人件費が31百万円増加したことに

より前事業年度に比べ38百万円の増加となったものの、営業利益は前事業年度に比べ２億９百万円増加

し93百万円となりました。 

経常利益は、支払利息16百万円等を計上したことにより83百万円となりました。また、関係会社株式

売却益27百万円の特別利益があったものの、投資有価証券評価損68百万円の特別損失があった結果、税

引前当期純利益24百万円、当期純利益20百万円となりました。 

なお、事業別の売上高及び営業利益の概況については、第２「事業の状況」に記載しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資については、業務の効率化を図ることを目的としたシステム構築に伴う設備投資

を実施しております。 

  

当事業年度に実施した設備投資の総額は13,309千円であります。 

また、重要な設備の除却または売却はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

２ 現在休止中の主要な設備はありません。 

３ 上記の他、主要な賃借設備として以下のものがあります。 
  

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(千円)

従業
員数 
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
(面積㎡)

ソフトウ
ェア及び
ソフトウ
ェア仮勘

定

その他 合計

本店 
(東京都 
千代田区)

半導体・電子部品事業
本店土
地 
建物他

62,693 ―
75,284

(81)
― 1,477 139,454 1

本社 
(東京都 
千代田区)

半導体・電子部品事業
マルチメディア事業 
グローバル事業 
ソリューション事業

本社 7,796 444
―
(―)

55,024 16,145 79,409 48

大阪支店 
(大阪府 
大阪市 
中央区)

半導体・電子部品事業 営業所 1,109 ―
―
(―)

― 443 1,552 3

事業所名 
(所在地)

事業部門の名称 設備の内容 契約期間
年間賃借料 
(千円)

本社 
(東京都千代田区)

半導体・電子部品事業
マルチメディア事業 
グローバル事業 
ソリューション事業

本社事務所
営業用建物他

２年 56,534

大阪支店 
(大阪府大阪市北区)

半導体・電子部品事業 営業用建物他 ２年 6,936



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

投資予定額(千円)

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

本社 
(東京都 
千代田区)

半導体・電子部品事業 
マルチメディア事業 
グローバル事業 
ソリューション事業

基幹システ
ム

50,000 40,810 自己資金
平成19年
１月

平成19年 
７月

―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 平成14年６月27日開催の株主総会において、損失処理に係る欠損填補により資本準備金を507,957千円減少

しております。 

２ 平成16年６月29日開催の株主総会において、損失処理に係る欠損填補により資本準備金を498,502千円減少

しております。 

３ 旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を701,498千円減少し、その他資本剰余金に振替えており

ます。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 8,265,677 8,265,677
ジャスダック
証券取引所

―

計 8,265,677 8,265,677 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年６月27日(注)1 ― 8,265,677 ― 1,394,711 △507,957 1,555,177

平成16年６月29日(注)2 ― 8,265,677 ― 1,394,711 △498,502 1,056,675

平成16年８月１日(注)3 ― 8,265,677 ― 1,394,711 △701,498  355,177



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式7,092株は、「個人その他」に７単元、「単元未満株式の状況」に92株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が25単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 所有株式数は、千株未満を切捨てて記載しております。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

－ 3 7 16 1 － 566 593 ―

所有株式数 
(単元)

－ 93 25 4,638 2 － 3,490 8,248 17,677

所有株式数 
の割合(％)

－ 1.1 0.3 56.1 0.1 － 42.4 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ＩＴＸ株式会社 東京都千代田区霞が関３－２－５ 4,165 50.4

久保村 昭 衞 東京都練馬区 1,296 15.7

唐 沢 喜美子 東京都中野区 436 5.3

沖電気工業株式会社 東京都港区虎ノ門１－７－12 143 1.7

石 橋 仁 至 島根県出雲市 110 1.3

日立マクセル株式会社 大阪府茨木市丑寅１－１－88 88 1.1

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 78 0.9

竹 内 十三郎 千葉県船橋市 67 0.8

沖電線株式会社 神奈川県川崎市中原区下小田中２－12－８ 66 0.8

樋 口  賢 長野県下諏訪郡下諏訪町 61 0.7

計 ― 6,511 78.7



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が25,000株(議決権25個)含

まれております。なお、当該証券保管振替機構名義株式は名義書換失念株式であり、当事業年度末において

は議決権を有していないことから、当該株式に係る議決権25個は「議決権の数」の欄には含まれておりませ

ん。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式    7,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式   8,241,000 8,216 同上

単元未満株式 普通株式     17,677 ― 同上

発行済株式総数 8,265,677 ― ―

総株主の議決権 ― 8,216 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ソリスト

東京都千代田区 
外神田３-８-12

7,000 － 7,000 0.1

計 ― 7,000 － 7,000 0.1



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第６項および会社法第155条第7号の規定に基づく単元未満株式の買い取り請求による

取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区 分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,200         231

当期間における取得自己株式  ―         ―

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(―) － － － －

保有自己株式数 7,092 ― 7,092 ―



３ 【配当政策】 

当社は、企業業績の早期回復を達成し、安定した配当を継続することが株主各位に対する 重要政策で

あると位置付けております。配当政策につきましては、企業体質の強化と将来の事業展開のための内部留

保の充実を図るとともに、業績に応じた配当を実施することを基本方針としております。 

 当会社は、年１回期末配当として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この期末配当の決定

機関は、株主総会であります。また、当会社は「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として

中間配当をすることができる」旨を定款に定めております。 

 当事業年度の期末配当金につきましては、当期純利益を計上したものの、繰越利益剰余金が回復してお

りませんので、誠に遺憾ながら引き続き無配とさせていただいております。 

 内部留保金につきましては、経営基盤の強化と新規事業展開のための資金需要に備えることといたしま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第40期は（ ）表示をしており、平成16年12

月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

(2) 【 近６月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

高(円) 350 400 （360） 306 373 267

低(円) 130 120 （200） 175 190 132

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

高(円) 197 173 154 164 168 150

低(円) 165 135 134 132 142 138



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 代表取締役 西 川 貴 生 昭和37年１月20日生

昭和62年４月 三菱電機㈱入社

(注)6 2

平成２年１月 ソニー㈱入社

平成15年２月 日本ユニシス㈱入社

平成17年５月 ＩＴＸ㈱入社

平成17年６月 当社取締役ＣＯＯ

平成17年10月 当社代表取締役社長（現任）

取締役

グ ロ ー バ

ル・ビジネ

ス本部長

坂 本   茂 昭和35年３月21日生

昭和58年４月 ニチメン㈱(現、双日㈱)入社

(注)6 1

平成４年３月 ニチメン・モスコー駐在員事務所

赴任

平成12年５月 ニチメン電子部品㈱入社マルチメ

ディア本部部長

平成13年10月 当社入社ＩＴ事業カンパニー第２

部部長

平成16年４月 当社グローバル・ビジネス本部長

平成17年６月 当社取締役グローバル・ビジネス

本部長（現任）

取締役 業務部長 砂 子 和 久 昭和33年10月24日生

昭和56年４月 ニチメン㈱（現、双日㈱）入社

(注)6 ―

昭和60年11月 米国ニチメン・シカゴ支店駐在

平成11年４月 ニチメン㈱（現、双日㈱）電子情

報部情報機器課課長

平成12年５月 ニチメン電子部品㈱入社、電子情

報本部長

平成15年４月 当社執行役員ＩＴ事業本部長

平成16年８月 当社執行役員業務部部長

平成18年６月 当社取締役業務部長（現任）

取締役 社長室長 高 木 英 孝 昭和39年３月５日生

昭和62年４月 日商岩井㈱（現、双日㈱）入社

(注)6 ―

平成12年９月 ＩＴＸ㈱入社

平成16年４月 同社投資育成事業第１グループ 

半導体・デジタル・アプライアン

スユニットリーダー（現任）

平成18年２月 当社社長室長

平成18年６月 当社取締役社長室長（現任）

取締役 ― 高 松 利 昭 昭和26年８月７日生

昭和49年４月 日商岩井㈱(現、双日㈱)入社

(注)6 ―

平成９年７月 日商岩井ハイテック㈱取締役

平成12年４月 ＩＴＸ㈱入社

平成14年10月 同社深耕市場準備室室長

平成15年６月 同社アライアンス戦略事業部ユニ

ットリーダー（現任）

平成18年６月 当社取締役(現任)



 
(注) １ 所有株式数は千株未満を切捨てて記載しております。 

２ 取締役高松利昭は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 常勤監査役塩崎勝弘、監査役半澤彰一および監査役前田昇は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。 

４ ニチメン電子部品㈱は平成12年10月１日付けでアイ・ティー・電子部品㈱に商号変更し、また、同社は平成

13年10月１日付けで当社と合併いたしました。 

５ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。 

  執行役員は１名で、経理部長斉藤裕孝であります。 

６ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

７ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 塩 崎 勝 弘 昭和14年６月10日生

昭和33年３月 日商㈱（現、双日㈱）入社

(注)7 ―

昭和54年３月 日商岩井㈱（現、双日㈱）経理部

主計課長

昭和57年４月 同社法務審査部統括課長

昭和62年６月 富士化工㈱取締役経理部長

平成10年６月 同社常務取締役経理部担当

平成14年５月 日商岩井プロフェッショナルサー

ビス㈱スタッフアドバイザー

平成15年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役 ― 半 澤 彰 一 昭和29年12月22日生

昭和53年４月 日商岩井㈱（現、双日㈱）入社

(注)7 ―

平成９年５月 同社主計部主計課長

平成13年３月 ＩＴＸ㈱経理部長

平成14年６月 同社業務部長

平成15年６月 当社監査役（現任）

平成17年７月 ＩＴＸ㈱取締役ＣＦＯ兼業務部長

平成18年７月 同社取締役業務部長兼総務部長

（現任）

監査役 ― 前 田  昇 昭和19年２月15日生

昭和41年４月 日本アイビーエム㈱入社

(注)7 ―

昭和48年４月 米国IBM世界本社赴任、製品計画

担当

昭和52年５月 ソニー㈱本社総合企画部係長

平成２年４月 同社本社マーケティング戦略本部

長

平成６年４月 青山学院大学大学院 国際政治経

済研究科非常勤講師

平成８年４月 科学技術庁・科学技術政策研究所 

客員総括研究官兼務

平成10年４月 高知工科大学大学院工学研究科基

盤工学専攻起業家コース教授

平成14年４月 大阪市立大学大学院創造都市研究

科教授

平成19年４月 青山学院大学大学院 国際マネジ

メント研究科教授（現任）

平成19年６月 当社監査役（現任）

計 3



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、企業価値の 大化をコーポレート・ガバナンスの基本的

な方針、目的としてより一層株主価値を重視したコーポレート・ガバナンスの構築に取組んでおりま

す。 

(2) 会社の機関の内容 

① 会社の機関の基本説明 

イ 取締役会を経営方針・戦略の 高意思決定機関と位置づけており、法令及び定款に定められた重

要事項のほか経営並びに業務執行に関する決定、報告等の意思決定を迅速に行うため、定例取締役

会を毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役３名（うち、社外監査役２名）で構成され

ております。 

ロ このほか、常勤役員と執行役員を構成員とする定例経営会議を月２回開催し、各事業部の状況報

告、経営課題や重要案件についての検討・情報の共有化を行い、業務執行の迅速化と経営の監督機

能の強化を図っております。 

② 内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、法令、定款、及び社内各種規程等に基づき、取締役

会が業務執行の監督をおこなっております。役職員が法令、定款及び社内規程等を遵守した行動を

とるため規定類を整備し、リスク管理委員会のもとにコンプライアンス部会を設置し業務部内に担

当役員を置き全社のコンプライアンス取組みを横断的に統括しています。営業各本部と業務部、経

理部とは相互牽制組織として機能し、社長直属の監査室が各本部の独立した内部監査を担っており

ます。また監査役は取締役会その他の重要な会議に出席し、必要に応じて適宜意見の表明をおこな

い、取締役から職務執行状況を聴取し、業務が適正か状況の監視および検証をおこなっておりま

す。 

（会社の機関、内部統制の関係） 

③ 内部監査および監査役監査 



内部監査室は2名で、法令順守や業務の効率化など監査の方針及び監査計画に基づき、業務監査

（内部統制システムを含む）及び社長からの特命事項の監査など取締役の職務執行の監査を行って

おります。 

 監査役会は監査役3名（うち常勤監査役1名）が、監査の方針、職務の分担等に従い、各監査役は

取締役会その他重要な会議に出席し必要に応じて意見を述べるとともに、取締役及び使用人等から

職務の執行状況について報告・説明を受け、重要な決裁書類を閲覧するなど、取締役の職務執行の

状況につき監査をおこなっています。 

 また、法令及び定款に適合する体制及びその他会社の業務の適正を確保する体制、内部統制シス

テムの整備状況につき、監視・検討いたしました。 

 内部監査室等とは監査計画及び実施状況等を通じ、有用な情報交換など連携をおこないました。

会計監査人とは監査計画および実施状況のほか、定期的に監査の概況報告を受けるとともに、意見

交換をおこないました。また、監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制と

して、代表取締役と定期的に意見交換会を実施しました。 

④ リスク管理体制の整備の状況 

コンプライアンス、災害、品質、情報セキュリティ、営業取引並びに輸出管理等に係るリスク管

理については、リスク管理を体系的に社内規程に定めるとともに、統括担当部署及び責任者を定め

ております。 

 統括担当部署においてガイドライン、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行い、有事の際

の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備しております。 

 新たに発生するリスクのうち重要なリスクについては、企業戦略と整合性がとれたリスク管理と

なっているかを経営会議において検討し、必要に応じて取締役会に報告又は承認を受けておりま

す。 

⑤ 会計監査の状況 

  外部監査は、あずさ監査法人と監査契約を結び、会社法及び証券取引法の規定に基づき財務諸表

について監査を受けております。当社と同監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

丸山邦彦、寺田昭仁 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士   ２名 

その他     12名 

⑥ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又はと取引関係その他の利害関係

の概要 

 当社の社外取締役１名は、親会社であるＩＴＸ㈱の従業員を兼務しております。 

社外監査役２名のうち１名はＩＴＸ㈱の取締役を兼務しております。なお、当社と同社の間に、

重要な取引はありません。 

⑦ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの 近１年間における実施状況 

イ 平成19年３月期は、18回の取締役会を開催しております。 

ロ 平成19年３月期は、23回の経営会議を開催しております。 

ハ 環境については、顧客の要望に応じられる体制確保のため、全社においてISO14001認証を取得し

ておりますが、平成19年３月期は、その有効性確認のためのサーベイを受けております。 

二 重要な法的判断及びコンプライアンスに関する事項については、業務部（法務担当）が中心とな



り、顧問弁護士とも相談し、必要な検討を実施いたしました。 

(3) 役員報酬の内容 

① 取締役に支払った報酬 

取締役 ４名 39,687千円（社内取締役 39,687千円） 

② 監査役に支払った報酬 

監査役 ２名  7,440千円（社内監査役  1,800千円、社外監査役  5,040千円） 

社外監査役の報酬には、退職慰労金600千円が含まれております。 

(注)１．上記の報酬は事業年度末現在の在任役員へ支払った報酬であります。 

 ２．取締役の報酬限度額は、平成６年６月28日開催の第29期定時株主総会において年額 

   100,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

 ３．監査役の報酬限度額は、昭和61年６月28日開催の第21期定時株主総会において年額 

   10,000千円以内と決議いただいております。 

(4) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に支払うべき監査報酬の内容は次のとおりです。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 13,000千円 

上記の業務以外に基づく報酬はありません。 

(5) その他 

① 責任限定契約の内容 

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役および社外監査役との間に、会社法

第423条第１項の責任について、その職務をおこなうにつき善意でかつ重大な過失がなかったとき

は、金300万円または法令の定める 低責任限度額のいずれか高い額を限度として、損害賠償責任

を負担するものとする旨の契約を締結しております。 

② 取締役の員数 

当社の取締役は８名以内とする旨、定款に定めております。 

③ 取締役及び監査役の選任の決議要件 

当社は、取締役及び監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決件の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

④ 取締役会決議による自己株式の取得 

当社は取締役会の決議をもって自己株式の取得できる旨、定款に定めております。 

⑤ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使すること

ができる株主の議決件の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨定款に定めております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表並

びに当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、あずさ監査法人によ

り監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

前連結会計年度まで当社の連結子会社であった株式会社コスモシステムは、平成18年６月に同社の株式

を譲渡したことにより連結子会社でなくなりました。なお、当事業年度の期首をみなし売却日としており

ます。 

当社の子会社である索利電子（香港）有限公司は、前連結会計年度まで総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金等（持分に見合う額）に及ぼす影響が軽微であったため、連結の範囲

から除外しておりました。また、平成19年２月に清算が結了しております。 

これらの理由により、当事業年度においては、連結財務諸表を作成しておりません。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,294,639

 ２ 受取手形及び売掛金 749,776

 ３ たな卸資産 280,148

 ４ 繰延税金資産 5,408

 ５ その他 369,897

   貸倒引当金 △67,935

   流動資産合計 2,631,933 75.8

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び構築物 ※２ 308,548

    減価償却累計額 168,817 139,731

  ２ 土地
※２ 
※３

120,963

  ３ その他 79,727

    減価償却累計額 56,393 23,334

    有形固定資産合計 284,028 8.2

 (2) 無形固定資産 44,032 1.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券
※１ 
※２

327,870

  ２ 長期貸付金 61,000

  ３ 繰延税金資産 2,423

  ４ 更生債権等 237,894

  ５ その他 181,355

    貸倒引当金 △296,574

    投資その他の資産合計 513,968 14.8

   固定資産合計 842,028 24.2

   資産合計 3,473,961 100

 



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 459,690

 ２ 短期借入金 ※２ 1,029,744

 ３ 賞与引当金 12,984

 ４ その他 126,625

   流動負債合計 1,629,043 46.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 53,174

 ２ 繰延税金負債 237

 ３ 退職給付引当金 38,415

 ４ その他 7,613

   固定負債合計 99,439 2.9

   負債合計 1,728,482 49.8

(少数株主持分)

  少数株主持分 18,518 0.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,394,711 40.1

Ⅱ 資本剰余金 1,056,675 30.4

Ⅲ 利益剰余金 △111,626 △3.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ △584,897 △16.8

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △26,149 △0.8

Ⅵ 自己株式 ※４ △1,753 △0.0

   資本合計 1,726,961 49.7

   負債、少数株主持分
   及び資本合計

3,473,961 100



② 【連結損益計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 5,100,869 100

Ⅱ 売上原価 4,262,202 83.6

   売上総利益 838,667 16.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 73,715

 ２ 給料手当 323,223

 ３ 賞与引当金繰入額 1,149

 ４ 退職給付費用 14,124

 ５ その他 540,275 952,486 18.7

   営業損失 113,819 △2.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 699

 ２ 受取配当金 4,692

 ３ 仕入割引 1,373

 ４ 為替差益 8,504

 ５ その他 9,271 24,539 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 18,870

 ２ その他 3,552 22,422 0.4

   経常損失 111,702 △2.2

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 46,740 46,740 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※１ 313

 ２ 固定資産除却損 ※２ 2,561

 ３ 役員退職金 56,950

 ４ 商品廃棄損 8,052 67,876 1.3

   税金等調整前当期純損失 132,838 △2.6

   法人税、住民税及び
   事業税

8,513

   法人税等調整額 231 8,744 0.2

   少数株主利益 342 0.0

   当期純損失 141,924 △2.8

 



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,056,675

Ⅱ 資本剰余金期末残高 1,056,675

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 30,297

Ⅱ 利益剰余金減少高

１ 当期純損失 141,924 141,924

Ⅲ 利益剰余金期末残高 △111,626



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純損失 △132,838

 ２ 減価償却費 33,355

 ３ 貸倒引当金の増減額 △85,720

 ４ 賞与引当金の増減額 1,995

 ５ 退職給付引当金の増減額 2,703

 ６ 受取利息及び受取配当金 △5,391

 ７ 支払利息 18,870

 ８ 為替差損益 808

 ９ 固定資産売却損 313

 10 固定資産除却損 2,561

 11 売上債権の増減額 15,012

 12 仕入債務の増減額 132,470

 13 たな卸資産の増減額 △1,037

 14 その他資産の増減額 728

 15 その他負債の増減額 2,897

 16 その他の損益 24,561

    小計 11,287

 17 利息及び配当金の受取額 5,029

 18 利息の支払額 △18,933

 19 法人税等の支払額 △10,279

   営業活動によるキャッシュ・フロー △12,896

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △24,650

 ２ 定期預金の払戻による収入 23,900

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △26,082

 ４ 有形固定資産の売却による収入 400

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △5,978

 ６ 無形固定資産の売却による収入 78

 ７ 投資有価証券の取得による支出 △12,082

 ８ 貸付けによる支出 △100,000

 ９ 貸付金の回収による収入 125,640

 10 敷金保証金の差入による支出 △606

 11 敷金保証金の返還による収入 12,488

   投資活動によるキャッシュ・フロー △6,892



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 18,500

 ２ 長期借入れによる収入 12,600

 ３ 長期借入金の返済による支出 △32,278

 ４ 自己株式の取得による支出 △135

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,313

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △808

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △21,909

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,306,548

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,284,639



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  子会社は、連結子会社である株式会社コスモシステム１社及び非連結子会社である索利電

子（香港）有限公司１社であります。

  索利電子（香港）有限公司については、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等

（持分に見合う額）に及ぼす影響が軽微なので連結の範囲から除外いたしました。

２ 持分法の適用に関する事項

  非連結子会社の索利電子（香港）有限公司については、当期純損益及び利益剰余金等（持

分に見合う額）に及ぼす影響が軽微なので持分法適用の範囲から除外いたしました。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

  連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は総平均法により算出）

     時価のないもの

      総平均法による原価法

  ② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価基準

    時価法

  ③ たな卸資産

商品及び貯蔵品については主として総平均法に基づく原価法によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法、長期前払費用は均等償却によっており

ます。

   なお、耐用年数および償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

   ただし、無形固定資産のソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

  ② 賞与引当金

    連結子会社は従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しておりま

す。

  ③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上し

ております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。



 
  

(会計処理の変更) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    為替予約については、繰延ヘッジ処理によっております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    （ヘッジ手段）  （ヘッジ対象）

     為替予約     外貨建金銭債権債務

  ③ ヘッジ方針

    主として当社は、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引

を行っており、投機目的のための為替予約は行っておりません。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動との間

に高い水準で相殺が行われたかどうかの評価を半期に一度以上行っております。

 (6) 消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資とし

ております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当連結会計年度から、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 非連結子会社に対するものは株式21,795千円であります。

※２ 担保提供資産

 (1) 投資有価証券のうち103,370千円は取引保証金の代用として担保に供しております。

 (2) 長期借入金9,836千円、１年以内に返済予定の長期借入金(流動負債「短期借入金」に含

む)9,048千円の担保に供しているものは、次のとおりであります。

建物 59,305千円(帳簿価額)

土地 45,679千円( 〃 )

計 104,984千円(帳簿価額)

※３ 土地再評価

 当社は、「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日公布法律第34号)及び「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成11年3月31日公布法律第24号)に基づ

き、事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。

 再評価の方法

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第3号に

定める地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号

の土地補充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算定する方法、及

び同施行令第2条第4号に定める地価税法(平成3年法律第69号)第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価格を算定するために国税庁長官が定めて公

表した方法により算出した価額に合理的な調整を行って算出する方法によっておりま

す。

再評価を行った年月日 平成14年3月31日

再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 △19,428千円

 

※４ 自己株式の保有数

 連結会社が保有する当社の株式の数は、以下のとおりであります。

  普通株式 5,892株

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式8,265,677株であります。

５ 受取手形の裏書譲渡高 215,841千円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 固定資産売却損の内訳

車両運搬具 245千円

電話加入権 68千円

計 313千円

※２ 固定資産除却損の内訳

建    物 592千円

工具器具備品 1,969千円

計 2,561千円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,294,639千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,000千円

現金及び現金同等物 1,284,639千円

 



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 

 

建物 車両運搬具

(有形固定資産「その他」に含む)

取得価額相当額 11,696千円 2,583千円

減価償却累計額相当額 8,772千円 602千円

期末残高相当額 2,924千円 1,981千円

ソフトウェア
合計

(無形固定資産に含む)

取得価額相当額 6,188千円 20,467千円

減価償却累計額相当額 2,269千円 11,643千円

期末残高相当額 3,919千円 8,824千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 4,283千円

 １年超 5,007千円

 合計 9,290千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 6,591千円

減価償却費相当額 5,902千円

支払利息相当額 558千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 (1)減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 (2)利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注)  表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

 株式 40,448 59,615 19,167

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 40,448 59,615 19,167

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

 株式 230,078 188,362 △41,716

 債券 ― ― ―

 その他 ― ― ―

小計 230,078 188,362 △41,716

合計 270,526 247,977 △22,549

区分

前連結会計年度
（平成18年３月31日）

連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  子会社株式 21,795

(2) その他有価証券

  非上場株式 58,098



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

  前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

   為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いており

ます。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。

２ 取引に対する取組方針

  デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。

３ 取引の利用目的

  デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確

保を図る目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

  ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっております。

 ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約 外貨建金銭債権債務

４ 取引に係るリスクの内容

  為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。

  なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどな

いと認識しております。

５ 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルー

ルに従い、資金担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社及び連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △59,547千円

②年金資産 22,298千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △37,249千円

④貸借対照表計上額純額 △37,249千円

⑤前払年金費用 1,166千円

⑥退職給付引当金(④－⑤) △38,415千円

  当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 16,137千円

②退職給付費用(①) 16,137千円

  当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社及び連結子会社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載してお

りません。



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

 

 

(繰延税金資産)

 繰越欠損金 617,520千円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 150,330千円

 投資有価証券評価損否認 137,007千円

 土地再評価差額金 237,994千円

 その他 44,133千円

 繰延税金資産小計 1,186,984千円

 評価性引当額 △1,178,369千円

 繰延税金資産合計 8,615千円

(繰延税金負債)

 固定資産圧縮積立金 △310千円

 その他有価証券評価差額金 △237千円

 その他 △474千円

 繰延税金負債合計 △1,021千円

 繰延税金資産の純額 7,594千円

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 流動資産 繰延税金資産 5,408千円

 固定資産 繰延税金資産 2,423千円

 固定負債 繰延税金負債 237千円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内

訳

   当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失となりましたので記載を省略しておりま

す。



(セグメント情報)  

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な商品 

(1) 一般電子部品事業………抵抗器、コンデンサ、ケーブル、コネクタ、電池、スイッチ、その他一般電子部

品 

(2) 電子デバイス事業………集積回路、半導体素子、液晶素子 

(3) 電子機器事業……………音声・映像・データ記録媒体、ＰＣ周辺機器、デジタル情報家電機器、電子部

材、計測機器、放送用機器 

(4) システム受託事業………情報機器等の企画・製作・検査など 

(5) その他事業………………家電品、損害保険代理店業務など 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(285,061千円)の主なものは、当社の総務

部門等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(598,899千円)の主なものは、当社での余資運用資金(預

金)、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

一般電子 
部品事業 
(千円)

電子デバ 
イス事業 
(千円)

電子機器
事業 
(千円)

システム
受託事業 
(千円)

その他
事業 
(千円)

計
(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結 
(千円)

Ⅰ 売上高及び 
  営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

1,872,681 1,024,142 1,829,564 291,912 82,570 5,100,869 ― 5,100,869

 (2) セグメント間 
   の内部売上高 
   又は振替高

― ― ― 3,600 ― 3,600 (3,600) ―

計 1,872,681 1,024,142 1,829,564 295,512 82,570 5,104,469 (3,600) 5,100,869

  営業費用 1,755,188 1,060,354 1,728,927 293,466 91,692 4,929,627 285,061 5,214,688

  営業利益又は 
  営業損失（△）

117,493 △36,212 100,637 2,046 △9,122 174,842 △288,661 △113,819

Ⅱ 資産、減価償却 
  費及び資本的 
  支出

  資産 994,916 638,995 1,015,618 204,395 21,138 2,875,062 598,899 3,473,961

  減価償却費 8,474 4,635 8,278 473 374 22,234 3,631 25,865

  資本的支出 7,410 4,053 7,238 11,492 327 30,520 1,540 32,060



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア地域………中国、ベトナム、香港、台湾、シンガポール 

(2) 北米地域…………アメリカ 

(3) 欧州地域…………ロシア、カザフスタン、ドイツ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注) １ 期末残高には消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   資金の貸付条件については、貸付先の資金繰状況を考慮して決定しております。 

３ 個人主要株主である久保村昭衞の妹 久保村廣子が議決権の55.5％を直接保有しているヤマト樹脂光学㈱と

の取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

  

アジア地域 北米地域 欧州地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 341,446 54,783 425,618 15,639 837,484

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― ― 5,100,869

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合（％）

6.7 1.1 8.3 0.3 16.4

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の 
内容又 
は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

個人主
要株主
の近親
者が議
決権の
過半数
を所有
してい
る会社

ヤマト樹
脂光学㈱ 
(注3)

東京都
千代田
区

494,557 卸売業 ― なし なし 資金の貸付  ―
短期 

貸付金
53,681



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

⑤ 【連結附属明細書】 

  該当事項はありません 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 209円08銭

１株当たり当期純損失 17円18銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、ま
た、潜在株式がないため、記載しておりません。

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純損失 141,924千円

普通株式に係る当期純損失 141,924千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 8,260,311株

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(子会社株式の売却)

 当社は、平成18年６月16日開催の当社取締役会において、連結子会社である株式会社コスモ

システムの株式を一部売却することを決議いたしました。

１ 売却の理由

重点施策分野にリソースを集中させるべくグループ戦略の見直しを行っておりましたが、

当該連結子会社を通じての事業分野は当社にとって戦略的事業分野ではなく、シナジー効

果も今後期待できないと判断し、株式を一部売却いたしました。

２ 売却先 松沢光穂

３ 売却の時期 平成18年６月26日

４ 売却する子会社の事業内容及び当社との取引内容

①事業内容

情報機器等の企画・製作・検査

②当社との取引内容

当社に対するサービス事業分野に関する市場動向及び環境等の情報収集

５ 売却する株式数、売却価額等

売却する株式数 290株

売却価額 33,843千円

売却前の持分比率 71.4％

売却後の持分比率 19.6％



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,276,109 1,045,081

 ２ 受取手形 ※７ 92,437 358,673

 ３ 売掛金 608,952 674,920

 ４ 商品 274,837 308,008

 ５ 前渡金 20,302 43,057

 ６ 前払費用 20,172 23,031

 ７ 短期貸付金 154,301 100,000

 ８ 未収入金 88,376 －

 ９ 未収消費税等 57,681 59,810

 10 その他 29,530 17,086

   流動資産計 2,622,697 2,629,666

   貸倒引当金 △67,935 △8,500

   流動資産合計 2,554,762 77.7 2,621,166 80.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 177,728 182,175

    減価償却累計額 99,696 78,032 104,704 77,471

  ２ 構築物 4,664 4,664

    減価償却累計額 4,281 383 4,323 341

  ３ 車両運搬具 2,475 3,000

    減価償却累計額 197 2,278 1,005 1,995

  ４ 工具器具備品 64,860 72,497

    減価償却累計額 46,449 18,411 53,990 18,507

  ５ 土地 ※４ 75,284 75,284

    有形固定資産合計 174,388 5.3 173,598 5.3

 (2) 無形固定資産

  １ 特許権 5,260 4,305

  ２ 借地権 5,000 5,000

  ３ 商標権 472 589

  ４ ソフトウェア 23,951 14,213

  ５ ソフトウェア仮勘定 － 40,810

  ６ その他 5,583 5,543

    無形固定資産合計 40,266 1.2 70,460 2.2



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 297,950 205,298

  ２ 関係会社株式 41,795 －

  ３ 出資金 5 5

  ４ 長期貸付金 61,000 61,000

  ５ 従業員長期貸付金 ― 1,720

  ６ 更生債権等 229,465 243,854

  ７ 長期前払費用 594 803

  ８ 敷金保証金 90,315 70,692

  ９ 保険積立金 89,492 96,343

    投資その他の資産計 810,616 679,715

    貸倒引当金 △290,465 △304,854

    投資その他の資産合計 520,151 15.8 374,861 11.6

   固定資産合計 734,805 22.3 618,919 19.1

   資産合計 3,289,567 100 3,240,085 100

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 459,690 364,487

 ２ 短期借入金 980,000 880,000

 ３ 未払金 46,611 64,230

 ４ 未払費用 137 1,391

 ５ 未払法人税等 6,469 8,038

 ６ 繰延税金負債 ― 731

 ７ 前受金 31,941 154,906

 ８ 預り金 3,644 2,231

 ９ その他 14,675 1,469

   流動負債合計 1,543,167 46.9 1,477,483 45.6

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 237 －

 ２ 退職給付引当金 38,415 30,534

 ３ 預り保証金 7,613 8,313

   固定負債合計 46,265 1.4 38,847 1.2

   負債合計 1,589,432 48.3 1,516,330 46.8



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 1,394,711 42.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 355,177 ―

 ２ その他資本剰余金

   資本準備金減少差益 701,498 ―

  資本剰余金合計 1,056,675 32.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

  当期未処理損失 △138,674 ―

   利益剰余金合計 △138,674 △4.2 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４ △584,897 △17.8 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △25,927 △0.8 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※３ △1,753 △0.0 ― ―

   資本合計 1,700,135 51.7 ― ―

   負債及び資本合計 3,289,567 100 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,394,711 43.0

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 355,177

  (2) その他資本剰余金 ― 701,498

    資本剰余金合計 ― ― 1,056,675 32.6

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △118,636

    利益剰余金合計 ― ― △118,636 △3.7

 ４ 自己株式 ― ― △1,984 △0.0

   株主資本合計 ― ― 2,330,766 71.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― △23,179 △0.7

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 1,065 0.0

 ３ 土地再評価差額金 ― ― △584,897 △18.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △607,011 △18.7

   純資産合計 ― ― 1,723,755 53.2

   負債純資産合計 ― ― 3,240,085 100



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,808,957 100 5,736,330 100

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 259,086 274,837

 ２ 当期商品仕入高 4,053,455 4,745,359

      合計 4,312,541 5,020,196

 ３ 期末商品たな卸高 274,837 308,008

 ４ 他勘定振替高 ※１ 7,679 4,030,025 83.8 1,790 4,710,398 82.1

   売上総利益 778,932 16.2 1,025,932 17.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 52,420 52,797

 ２ 給料手当 311,058 348,726

 ３ 退職給付費用 14,124 2,998

 ４ 福利厚生費 49,399 53,269

 ５ 業務委託費 71,682 53,926

 ６ 減価償却費 25,391 24,715

 ７ 地代家賃 73,722 71,007

 ８ 貸倒引当金繰入額 ― 16,900

 ９ その他 297,853 895,649 18.6 308,901 933,239 16.3

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△116,717 △2.4 92,693 1.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 697 5,733

 ２ 受取配当金 4,644 1,914

 ３ 投資有価証券売却益 ― 3,294

 ４ 為替差益 8,504 1,530

 ５ 受取家賃 ― 3,020

 ６ その他 8,356 22,201 0.4 3,253 18,744 0.3



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 16,591 16,022

 ２ 貸倒引当金繰入額 ― 7,750

 ３ その他 3,016 19,607 0.4 4,718 28,490 0.5

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△114,123 △2.4 82,947 1.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 46,740 ―

 ２ 関係会社株式売却益 ― 26,680

 ３ 保険差益 ― 46,740 1.0 1,336 28,016 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 1,947 ―

 ２ 固定資産売却損 ※３ 245 ―

 ３ 役員退職金 56,950 10,120

 ４ 関係会社整理損 ― 9,114

 ５ 投資有価証券評価損 ― 67,734

 ６ 商品廃棄損 8,052 67,194 1.4 ― 86,968 1.5

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失（△）

△134,577 △2.8 23,995 0.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

8,201 0.2 3,958 0.1

   当期純利益又は 
   当期純損失（△）

△142,778 △3.0 20,037 0.3

   前期繰越利益 4,104 ―

   当期未処理損失 138,674 ―



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675

事業年度中の変動額

 当期純利益 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,394,711 355,177 701,498 1,056,675

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) △138,674 △138,674 △1,753 2,310,959

事業年度中の変動額

 当期純利益 20,037 20,037 ― 20,037

 自己株式の取得 ― ― △231 △231

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 20,037 20,037 △231 19,806

平成19年３月31日残高(千円) △118,636 △118,636 △1,984 2,330,766

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △25,927 ― △584,897 △610,824 1,700,135

事業年度中の変動額

 当期純利益 ― ― ― ― 20,037

 自己株式の取得 ― ― ― ― △231

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

2,748 1,065 ― 3,813 3,813

事業年度中の変動額合計(千円) 2,748 1,065 ― 3,813 23,619

平成19年３月31日残高(千円) △23,179 1,065 △584,897 △607,011 1,723,755



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、連結キャッシュ・フロー計算書を作

成しているため、記載を省略しております。 

  

 
  

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 23,995

 ２ 減価償却費 24,715

 ３ 貸倒引当金の増減額 △45,047

 ４ 退職給付引当金の増減額 △7,881

 ５ 受取利息及び受取配当金 △7,647

 ６ 支払利息 16,022

 ７ 投資有価証券売却益 △3,294

 ８ 関係会社株式売却益 △26,680

 ９ 投資有価証券評価損 67,734

 10 関係会社整理損 9,114

 11 為替差損益 884

 12 売上債権の増減額 △332,204

 13 仕入債務の増減額 △95,203

 14 前受金の増減額 122,965

 15 たな卸資産の増減額 △33,171

 16 その他 63,886

    小計 △221,812

 17 利息及び配当金の受取額 7,774

 18 利息の支払額 △15,237

 19 法人税等の支払額 △3,796

   営業活動によるキャッシュ・フロー △233,071

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △12,609

 ２ 無形固定資産の取得による支出 △41,510

 ３ 投資有価証券の取得にによる支出 △3,647

 ４ 投資有価証券の売却による収入 34,381

 ５ 関係会社株式の売却による収入 46,680

 ６ 関係会社の清算による収入 12,681

 ７ 貸付による支出 △1,800

 ８ 貸付金の回収による収入 49,361

 ９ 敷金保証金の差入による支出 △1,322

 10 敷金保証金の返還による収入 20,944

   投資活動によるキャッシュ・フロー 103,159

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △100,000

 ２ 自己株式の取得による支出 △231

   財務活動によるキャッシュ・フロー △100,231

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △884

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △231,028

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,276,109

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,045,081



⑤ 【損失処理計算書】 

  

 
   （注）日付は株主総会承認日であります。 

前事業年度
(平成18年６月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 138,674

Ⅱ 損失処理額 ― ―

Ⅲ 次期繰越損失 138,674



重要な会計方針 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

 (1) 子会社株式

    総平均法による原価法

 (2) その他有価証券

    時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却

原価は、総平均法により算出）

    時価のないもの

     総平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

          ―――――

(2) その他有価証券

    時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は、総平均法により算出）

    時価のないもの

     総平均法による原価法

２ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価

基準

  時価法

２ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価

基準

同左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品については総平均法に基づく原価法によってお

ります。

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

４ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法、長

期前払費用は均等償却によっております。

  なお、耐用年数及び償却期間については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

  ただし、無形固定資産のソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

４ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。 

 主な耐用年数 

  建物          ６年～50年 

  工具器具備品      ４年～15年

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。 

 ただし、無形固定資産のソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

 (3) 長期前払費用

   均等償却によっております。

５ 引当金の計上基準 ５ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破

産更生債権等については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上して

おります。

 (2) 退職給付引当金

同左

６ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

６ リース取引の処理方法

同左

 



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７ ヘッジ会計の方法 ７ ヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    為替予約については、繰延ヘッジ処理によって

おります。

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    （ヘッジ手段）  （ヘッジ対象）

     為替予約     外貨建金銭債権債務

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

    外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行っており、投機目的のた

めの為替予約は行っておりません。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ

手段のキャッシュ・フロー変動との間に高い水準

で相殺が行われたかどうかの評価を半期に一度以

上行っております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

８         ――――― ８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資としております。

９ その他財務諸表作成のための重要な事項 ９ その他財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。

  消費税等の会計処理

同左



(会計処理の変更)  

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第6号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

―――――
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、1,722,690

千円であります。

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表) ―――――

１ 前期において流動資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「前渡金」については、重要性が増した

ため、当期より区分掲記しております。

なお、前期における流動資産「その他」に含まれる

「前渡金」の金額は23,358千円であります。

――――― 

 

 

 

２ 前期まで区分掲記しておりました「未収入金」（当

期13,357千円）は、当期において資産総額の100分の1

以下となりましたので、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。

(損益計算書)
――――― 

 
 
 
 
 

１ 前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「受取家賃」は、営業外収益の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期における「受取家賃」の金額は2,181

千円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

※１ 担保提供資産

   投資有価証券のうち103,370千円は、取引保証金

の代用として担保に供しております。

※１ 担保提供資産

   投資有価証券のうち88,211千円は、取引保証金の

代用として担保に供しております。

※２ 会社が発行する株式の総数は普通株式33,000,000

株、発行済株式総数は普通株式8,265,677株であり

ます。

―――――

※３ 自己株式の保有数 

   普通株式             5,892株

―――――

※４ 土地再評価

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成11年3月31日公布法律

第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額を「土地再評価差額金」として資本の

部に計上しております。

※４ 土地再評価

   「土地の再評価に関する法律」(平成10年3月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成11年3月31日公布法律

第24号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額を「土地再評価差額金」として純資産

の部に計上しております。

   再評価の方法

     土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3

月31日公布政令第119号)第2条第3号に定める地

方税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号の

土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台

帳に登録されている価格に合理的な調整を行っ

て算定する方法、及び同施行令第2条第4号に定

める地価税法(平成3年法律第69号)第16条に規

定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価格を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額に合理的な調

整を行って算出する方法によっております。

   再評価の方法

同左

   再評価を行った年月日   平成14年3月31日

   再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

△19,428千円

   再評価を行った年月日   平成14年3月31日

   再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額

    △17,000千円

５ 平成16年6月29日開催の定時株主総会におい

て、下記の欠損補填を行っております。

資本準備金 498,502千円

―――――

 
 ６ 受取手形の裏書譲渡高 215,841千円

 ―――――
 

６ 受取手形の裏書譲渡高 174,206千円

※７ 事業年度末日満期手形の会計処理については、 

  手形交換日をもって決済処理をしております。 

   なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ 

  たため、次の事業年度末日満期手形が、事業年度 

  末日残高に含まれております。 

   受取手形             1,384千円 

   裏書譲渡手形           43,032千円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費への振替高 66千円

商品廃棄損 7,613千円

計 7,679千円

※１ 他勘定振替高の内訳

販売費及び一般管理費への振替高 28千円

商品評価損 1,762千円

計 1,790千円

※２ 固定資産除却損の内訳

工具器具備品 1,947千円

―――――

※３ 固定資産売却損の内訳

車両運搬具 245千円

―――――



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,200株 

  
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結キャッ
シュ・フロー計算書を作成しているため、記載を省略しております。 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 8,265,677 ― ― 8,265,677

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,892 1,200 ― 7,092

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

   現金及び預金勘定  1,045,081千円 

   現金及び現金同等物 1,045,081千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

建物 ソフトウェア 合計

取得価額 
相当額

11,696千円 6,188千円 17,884千円

減価償却 
累計額 
相当額

8,772千円 2,269千円 11,041千円

期末残高 
相当額

2,924千円 3,919千円 6,843千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

建物 ソフトウェア 合計

取得価額
相当額

11,696千円 6,188千円 17,884千円

減価償却
累計額 
相当額

11,111千円 3,506千円 14,617千円

期末残高
相当額

585千円 2,682千円 3,267千円

２ 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 3,809千円

 １年超 3,421千円

 合計 7,230千円

１年内 1,924千円

１年超 1,497千円

合計 3,421千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 5,756千円

減価償却費相当額 5,210千円

支払利息相当額 363千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 3,992千円

減価償却費相当額 3,577千円

支払利息相当額 183千円

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 (1)減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

 (1)減価償却費相当額の算定方法

同左

 (2)利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

 (2)利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在） 

前事業年度に係る「有価証券の時価等」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）に

ついては、連結財務諸表における注記として記載しております。なお、子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
（注） １.表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  ２.当事業年度において、60,395千円減損処理を行っております。 

  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

    当事業年度末（平成19年３月31日） 

 
（注） 当事業年度において、7,339千円減損処理を行っております。 

  

区分

当事業年度
（平成19年３月31日）

取得原価 
（千円）

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

（千円）

差額 
（千円）

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

  株式 36,074 41,272 5,198

小計 36,074 41,272 5,198

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

  株式 169,069 144,500 △24,569

小計 169,069 144,500 △24,569

合計 205,143 185,772 △19,371

区分
当事業年度

（平成18年４月１日から 
 平成19年３月31まで）

売却額（千円） 34,381

売却益の合計額（千円） 3,294

区分
貸借対照表計上額

（千円）

 その他有価証券 

  非上場株式 19,526

計 19,526



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結財務諸表における注

記として記載しております。 
  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結財務諸表における注

記として記載しております。 

  

当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いて

おります。 
  

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の内容

 利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引であります。

２ 取引に対する取組方針

 デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。

３ 取引の利用目的

 デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の

確保を図る目的で利用しております。

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

  ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段）       （ヘッジ対象） 

    為替予約        外貨建金銭債権債務

４ 取引に係るリスクの内容

 為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。 

 なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんど

ないと認識しております。

５ 取引に係るリスク管理体制

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ル

ールに従い、資金担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。



(退職給付関係) 

前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結財務諸表における注

記として記載しております。 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当事業年度(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

２ 退職給付債務に関する事項

  ①退職給付債務                        △40,058千円 

  ②年金資産                            9,524千円 

  ③未積立退職給付債務（①＋②）                △30,534千円 

  ④貸借対照表計上額純額                    △30,534千円 

  ⑤退職給付引当金（④）                    △30,534千円 

   当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３ 退職給付費用に関する事項

  ①勤務費用                            2,998千円 

  ②退職給付費用（①）                       2,998千円 

   当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結財務諸表を作成して

いるため、記載を省略しております。 
  

当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

 (繰延税金資産)

  繰越欠損金 617,520千円

  貸倒引当金損金算入限度超過額 147,983千円

  投資有価証券評価損否認 136,795千円

  土地再評価差額金 237,994千円

  その他 38,077千円

  繰延税金資産小計 1,178,369千円

  評価性引当額 △1,178,369千円

  繰延税金資産合計 ―千円

 (繰延税金負債)

  その他有価証券評価差額金 △237千円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の

内訳

 (繰延税金資産)

 繰越欠損金 604,783千円

 貸倒引当金損金算入限度超過額 123,232千円

 投資有価証券評価損否認 163,425千円

 土地再評価差額金 237,994千円

 その他 28,126千円

 繰延税金資産小計 1,157,560千円

 評価性引当額 △1,157,560千円

 繰延税金資産合計 ―千円

 (繰延税金負債)

 繰延ヘッジ利益 △731千円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

   当事業年度は、税引前当期純損失となりましたの

で記載を省略しております。

 

 法定実効税率
（調整）

40.69％

 交際費等永久に損金に算入
  されない項目

10.57％

 受取配当金等永久に益金に
  算入されない項目

△1.62％

 住民税均等割等 15.75％

 評価性引当額等の影響額 △48.90％

 税効果適用後の法人税等の
  負担率

16.49％



【関連当事者との取引】 

前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）については、連結財務諸表における注

記として記載しております。 
  

 当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

該当事項はありません。 

  



(企業結合等関係) 

当事業年度(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報） 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 205円83銭 １株当たり純資産額 208円72銭

１株当たり当期純損失 17円28銭 １株当たり当期純利益 2円43銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がな
いため、記載しておりません。 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。 
 

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 142,778千円

普通株式に係る当期純損失 142,778千円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳

 該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 8,260,311株

 

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

 貸借対照表の純資産の部の合
  計額

1,723,755千円

 普通株式に係る純資産額 1,723,755千円

 差額の主な内訳

  該当事項はありません。

 １株当たり純資産額の算定に
  用いられた普通株式の数

8,258,585株

２ １株当たり当期純利益

 損益計算書上の当期純利益 20,037千円

 普通株式に係る当期純利益 20,037千円

 普通株主に帰属しない金額の主な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 8,259,157株



(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(子会社株式の売却)

 当社は、平成18年６月16日開催の当社取締役会におい

て、子会社である株式会社コスモシステムの株式を一部

売却することを決議いたしました。

１ 売却の理由

重点施策分野にリソースを集中させるべくグループ

戦略の見直しを行っておりましたが、当該子会社を

通じての事業分野は当社にとって戦略的事業分野で

はなく、シナジー効果も今後期待できないと判断

し、株式を一部売却いたしました。

―――――

２ 売却先 松沢光穂

３ 売却の時期 平成18年６月26日

４ 売却する子会社の事業内容及び当社との取引内容

①事業内容

情報機器等の企画・製作・検査

②当社との取引内容

当社に対するサービス事業分野に関する市場動向及

び環境等の情報収集

５ 売却する株式数、売却価額等

売却する株式数 290株

売却価額 33,843千円

売却前の持分比率 71.4％

売却後の持分比率 19.6％



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

河内屋紙㈱ 217,000 82,460

沖電気工業㈱ 241,000 54,707

投資 その他 沖電線㈱ 87,300 25,142

有価 有価 日立マクセル㈱ 10,000 16,130

証券 証券 昱忠企業股份有限公司 417,528 12,953

㈱メルコホールディングス 2,420 7,333

伊那ケーブルテレビジョン㈱ 100 5,000

テーデーオーグラフィックス㈱ 159 1,573

その他（４銘柄） 959,170 0

計 1,934,677 205,298



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) ソフトウェア仮勘定の当期増加額は、基幹システム構築に伴うものであります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 177,728 4,447 ― 182,175 104,704 5,008 77,471

 構築物 4,664 ― ― 4,664 4,323 42 341

 車両運搬具 2,475 525 ― 3,000 1,005 807 1,995

 工具器具備品 64,860 7,637 ― 72,497 53,990 7,541 18,507

 土地 75,284 ― ― 75,284 ― ― 75,284

有形固定資産計 325,011 12,609 ― 337,620 164,022 13,398 173,598

無形固定資産

特許権 7,647 ― ― 7,647 3,343 956 4,305

借地権 5,000 ― ― 5,000 ― ― 5,000

商標権 661 200 ― 861 272 83 589

ソフトウェア 92,439 500 24,169 68,770 54,557 10,238 14,213

ソフトウェア仮勘定 ― 40,810 ― 40,810 ― ― 40,810

その他 6,912 ― 850 6,062 519 40 5,543

無形固定資産計 112,659 41,510 25,019 129,150 58,690 11,317 70,460

長期前払費用 594 1,365 1,094 865 62 562 803

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額「その他」欄の金額のうち500千円は一般債権の貸倒実績率による洗替額であり、 

1,048千円は回収及び回収可能性の見直しによる戻入額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 980,000 880,000 1.795 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 980,000 880,000 ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 358,400 26,197 69,696 1,548 313,354



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
(注) ㈱システックほか 

  

区分 金額(千円)

現金 3,065

預金

普通預金 918,304

当座預金 123,607

外貨預金 14

納税準備預金 91

小計 1,042,016

合計 1,045,081

相手先 金額(千円)

大井電気㈱ 56,462

JUKI電子工業㈱ 22,693

菊水電子工業㈱ 16,628

群馬電機㈱ 13,150

㈱福島セコニック 12,413

その他       (注) 237,327

計 358,673



期日別内訳 

  

 
  

③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

 
(注) 日立マクセル㈱ほか 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 金額には消費税等を含んでおります。 

  

期日別 受取手形(千円) 裏書手形(千円)

平成19年３月満期 1,384 43,032

    ４月 〃  76,546 53,386

    ５月 〃  87,715 37,898

    ６月 〃  97,035 17,616

    ７月 〃  84,366 22,274

    ８月 〃  11,627 ―

計 358,673 174,206

相手先 金額(千円)

㈱日医リース 53,270

ダイキン工業㈱ 46,903

㈱ピーシーデポコーポレーション 39,567

上新電機㈱ 17,771

セルスター工業㈱ 13,621

その他       (注) 503,788

計 674,920

期首残高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)

回収率(％)

Ｃ

Ａ＋Ｂ

滞留期間(カ月)

Ｄ÷
Ｂ

12

608,952 5,977,510 5,911,542 674,920 89.8 1.35



④ 商品 
  

 
  

⑤ 更生債権等 
  

 
(注) ㈱フジオンほか 

  

区分 金額(千円)

一般電子部品 107,884

電子デバイス 91,652

電子機器 108,472

計 308,008

区分 金額(千円)

ニットーシステム㈱ 119,569

ソアーシステム㈱ 93,876

石川金属㈱ 17,697

㈱ＮＫＤエレクトロニクス 3,944

東京通商㈱ 1,355

その他       (注) 7,413

計 243,854



⑥ 買掛金 

  

 
(注) スタンレー電気㈱ほか 

  

⑦ 短期借入金 

  

 
  

区分 金額(千円)

池上通信機㈱ 57,714

㈱ルネサスデバイス販売 48,276

ラディウス㈱ 32,739

住友スリーエム㈱ 26,853

C.G. DEVELOPMENT LTD 23,241

その他       (注) 175,664

計 364,487

区分 金額(千円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 400,000

㈱みずほ銀行 200,000

㈱りそな銀行 200,000

㈱あおぞら銀行 50,000

㈱八十二銀行 30,000

計 880,000



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使

することができない。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株 10,000株  1,000株

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社

  取次所 東京証券代行株式会社営業所及び各取次所

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額に50円を加えた金額

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社

  取次所 東京証券代行株式会社営業所及び各取次所

  買取手数料 無料

公告掲載方法
電子公告 http://soliste.jp ただし事故その他やむを得ない事由によって電子広
告による公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第41期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日関東財務局長に提

出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第42期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月15日関東財務局長に

提出 

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社

の財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づき、減損処理による投資有価証券評

価損60百万円を特別損失として計上する旨の臨時報告書を平成19年４月６日に関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

株式会社ソリスト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ソリストの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社ソリスト及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に、子会社株式の売却に関する記載がある。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月28日

株式会社ソリスト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ソリストの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ソリストの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に、子会社株式の売却に関する記載がある。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月20日

株式会社ソリスト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ソリストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ソリストの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士  丸  山  邦  彦  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞

上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
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